






















・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
用の実態等を吟味しつつ、望












































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
の本来の趣旨から逸脱した運用を適正化するとともに、出


































・ ・ ・ ・
前説明の場において事















・ ・ ・ ・ ・
前説明の
本
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
来の趣旨を踏まえ、その本来の目的が達成されたと認められた時点で、事
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
前説明の終了
を
・ ・ ・ ・
確認し、大









・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
来明文化されていなかった趣旨、具
・ ・ ・ ・ ・ ・
体的な方法、長
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
期化案件への
対
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
応措置等を明定し、そ











・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店計画の内容を明確にすることで、出
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店計画の内容について商業者等の合
意












































































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店予定地における調整及びその理由の整理
を
・ ・ ・ ・
行う場であって、意


































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
産局長名の要請状を交付することによって、その公























































































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
に大きな混乱をもたらすおそれがあり、したがって、消
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
費者利益の保護に配慮しつつ、
大
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
店法の枠組み自体は、こ























・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
制の運用面における趣旨逸脱の是正、基
































































































































































































































































































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
境変化を分析するとと
もに、小
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
売構造がどのように変化しつつあるのか、さらに今











































































































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
元商業者と出店予定者との
間で
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
合意が成立することが大店法の手続きを開始する条件とされ、あるいは事
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
前説明の円滑な
実
























































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
備的審議を行う場であり、議論が噛み合わないまま空転し、
徒に事前商調協審議が長期化することは、消
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
費者の利便の確保という観点からも決して望まし
い
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
ものではなく、かかる場合には審議長期化の要因を整理・検討の上、正

































































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
則として申請から７日な
い
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
しは21日以内に確認を行わなければならないとされているにもかかわらず、実
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
際は数ヶ月な
い
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
しはそれ以上を要するケースが相当程度ある等、長期間を有するため、工
















































・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
域構造面においては工場誘致、物
・ ・ ・ ・ ・
づくりに
依
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
存しない地方開発として、個
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
性と特色ある地方の形成に合致する（傍点筆者）」というように
述べている。通産省商政課編、前掲書、214頁。このような提言にみるように、当時、工業社会
から情報社会への移行が喧伝されていたことが如実に表れている。ただこのような掛け声の半
面で、「物づくり」の重要性が失われることなく、存続してきた点も重要である。
42）調査報告書では、我が国、米国、欧州におけるS.C.の動向について次のように分析する。先ず我
が国だが、物販店や駐車場の他に、銀行や各種の行政施設の存在を、我が国S.C.の特徴点とし
て挙げる。また、文化施設やスポーツ施設の存在、子供用施設、などについても言及している。
米国については、S.C.においてオフィスやホテルの存在が上位を占めているのが我が国とは異
なると指摘する。更には、中庭や、劇場等のイベント型施設の存在も特徴として挙げられてい
る。欧州については、事例が少数で適格な分析は出来ないと断りつつ、従来の街並みを活かし
た、漸進的なまちづくりについて言及している。各地域のS.C.の詳細については、通産省商政課
編、前掲書、214頁～220頁参照。
132
43）通産省商政課編、前掲書、221頁。
44）当該構想においては複合的な大規模施設を想定しているので、敷地面積は10～50ha程度、具体
的には工場跡地や埋め立て地などを例示している。また、超域型集積として広域的なアクセス
を可能にするために、高速交通体系（例えば高速道路や高速鉄道、あるいは空港）を利用でき、
大規模駐車場の提供可能な地域を前提としている。通産省商政課編、前掲書、227頁。
45）通産省商政課編、前掲書、228頁。
46）通産省商政課編、前掲書、228頁～230頁。
47）通産省商政課編、前掲書、232頁～233頁。
48）通産省商政課編、前掲書、238頁～240頁。
49）通産省商政課編、前掲書、239頁～240頁。
50）通産省商政課編、前掲書、240頁～243頁。
51）通産省商政課編、前掲書、243頁～245頁。
52）通産省商政課編、前掲書、263頁。
53）通産省商政課編、前掲書、302頁。
54）調査概要は以下のようになっている。通産省商政課編、前掲書、302頁～303頁。調査目的は①
主婦の買い物行動の実態把握②各業態の選択要因把握③消費者が望む理想的店舗の要因の抽出
─である。調査対象者は、㋑高校生までの子供がおり、年齢が25歳から39歳までの主婦㋺大学
生以上の子供がおり、年齢が40歳から54歳までの主婦─で、両グループとも７名を１グループ
として、グループ・インタビュー調査を実施。調査項目は、買物行動の実態、小売業態選択要因、
今後の小売業態への要望等。ただ注意しておかなければならないのは、このようなグループイ
ンタビューが抱える問題である。すなわち、調査対象者が少数であり、それらが主婦という母
集団を適格に代表する層であるか否かということである。加えて、よほど慎重にインタビュー
を実施しないと意見に偏りが生じる点などである。従って、これらの調査結果を読み込む際に
は十分な留意が必要と言えよう。
55）通産省商政課編、前掲書、303頁。
56）小売業態に関する質問においては、調査対象者の理解を促すため、スーパー、デパート、一般
小売店、専門店、コンビニエンス・ストア、ディスカウント・ストア、ホームセンターという
表現を採用している。また、店舗選択において重視する点に関しては、商品品揃えの深さ、商
品品揃えの幅、品質の良さ、価格の安さ、物理的な利便性、時間的な利便性、選びやすさ、店
舗アメニティ、ネームバリューの高さ、コミュニケーション・スペースの存在、情報量の多さ、
という11項目を挙げている。その上で、これらの項目を３段階評価で尋ねている。通産省商政
課編、前掲書、305頁。
57）通産省商政課編、前掲書、306頁。
